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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第38期

第２四半期累計期間
第39期

第２四半期累計期間
第38期

会計期間
自　平成26年11月１日
至　平成27年４月30日

自　平成27年11月１日
至　平成28年４月30日

自　平成26年11月１日
至　平成27年10月31日

売上高 （千円） 2,226,192 2,428,771 4,660,558

経常利益 （千円） 397,435 602,377 1,047,279

四半期（当期）純利益 （千円） 318,277 406,013 745,051

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 1,500,000 1,500,000 1,500,000

発行済株式総数 （千株） 15,560 15,560 15,560

純資産額 （千円） 8,708,177 9,032,343 8,901,126

総資産額 （千円） 9,457,406 9,925,325 9,904,995

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 22.85 26.62 50.93

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 22.71 26.58 50.75

１株当たり配当額 （円） 12 14 24

自己資本比率 （％） 91.9 90.8 89.7

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 603,248 623,902 907,017

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △1,392,089 △265,974 △1,828,070

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 1,751,294 △256,784 1,527,276

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 2,634,384 2,379,297 2,278,154

 

回次
第38期

第２四半期会計期間
第39期

第２四半期会計期間

会計期間
自　平成27年２月１日
至　平成27年４月30日

自　平成28年２月１日
至　平成28年４月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 21.52 28.24

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。

２【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

当第２四半期累計期間（平成27年11月１日～平成28年４月30日）におけるわが国経済は、上場企業の平成27年

３月期決算におきましては、訪日外国人客向けの消費をとらえた業種や資源安の恩恵を受けた業種の企業など、

内需系企業を中心に、約４社に１社が経常利益で過去最高を更新するなど景況感が継続した中で推移しました。

また、平成28年４月の有効求人倍率は1.34倍、中でも東京都は2.02倍になるなど、平成３年11月以来24年５カ

月ぶりの極めて高い水準となり、企業の採用意欲は引き続き強い状態で推移しました。

このような状況の中、当社におきましては、平成28年３月までは同年３月卒業学生を対象とする駆け込みでの

追加採用ニーズを的確にとらえることができました。

続く３月以降におきましては、平成29年３月卒業予定学生の就活シーズンがスタートして各企業のＰＲニーズ

が例年以上に早期から積極的なものとなり、学生に直接ＰＲができる「就職博」や「あさがくナビ（朝日学情ナ

ビ）」への引き合いが順調に増えて売上高を伸ばすことができました。また、若手人手不足感も引き続き底堅

く、20代の若手人材専門就職サイト「Re就活」の売上高も順調に伸ばすことができました。

その結果、当第２四半期累計期間における売上高は24億28百万円（前年同期比109.1％）、経常利益は６億２

百万円（前年同期比151.6％）となりました。

なお、主たる事業である「就職情報事業」については、次のとおりであります。

当第２四半期累計期間（平成27年11月１日～平成28年４月30日）における新卒採用市場につきましては、平成

29年３月卒業予定の大卒求人倍率は前年の1.73倍とほぼ同水準の1.74倍となり、また、全国の民間企業の求人総

数は前年の71.9万人から73.4万人へと1.5万人増加するなど、各企業の採用意欲は前年と変わらず極めて高い水

準で就活シーズンがスタートしました。

そのような中、就活スケジュールが再変更となり大手企業の選考開始が８月から６月に前倒しされることを受

けて各社のＰＲ活動がより早期から活発化することとなり、３月のスタート直後から「就職博」の参加企業数は

増加し参加ブース数は3,054ブースとなり、「就職博」全体の売上高は11億28百万円（前年同期比127.5％）とな

りました。

また、朝日新聞社と共同運営しはじめて３年目となる「あさがくナビ」は、知名度や競争力がより高まり、

マッチング精度にこだわり一括エントリー機能を廃止したことも評価され、３月１日のグランドオープン時から

掲載企業数が増加した結果、売上高は２億62百万円（前年同期比170.7％）となりました。

加えて、20代の若手人材専門就職サイト「Ｒｅ就活」は、引き続き幅広い業種の企業からの若手社会人採用

ニーズに応えることで堅調に推移し、売上高は３億16百万円（前年同期比118.6％）となり、その結果、当第２

四半期累計期間における就職情報事業全体の売上高は23億８百万円（前年同期比108.9％）となりました。

なお、既に、大手企業の選考が進んでいく６・７月以降に追加採用の動きを予定している準大手・中堅・中小

企業の採用ニーズを的確にとらえており、平成28年４月末時点での就職情報事業全体の引き合いは、前年同時期

と比べて約1.25倍になるなど、引き続き好調に推移しております。

（2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べて１億

１百万円増加し、23億79百万円となりました（前事業年度比104.4％）。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における営業活動の結果、増加した資金は６億23百万円（前年同四半期比103.4％）と

なりました。これは主に、税引前当期純利益が生じたことによる資金の増加６億17百万円によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における投資活動の結果、減少した資金は２億65百万円となりました（前年同四半期は

13億92百万円の減少）。これは主に、投資有価証券の取得による支出６億95百万円及び償還による収入４億円に

よるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における財務活動の結果、減少した資金は２億56百万円となりました（前年同四半期は

17億51百万円の増加）。これは、配当金の支払による支出１億83百万円、自己株式の取得による支出73百万円に

よるものです。

なお、「（1）業績の状況」及び「（2）キャッシュ・フローの状況」の金額にはいずれも消費税等は含まれてお

りません。
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（3）財政状態の状況

当第２四半期会計期間末の総資産の残高は、前事業年度末と比べ20百万円増加し、99億25百万円となりまし

た。

（流動資産）

当第２四半期会計期間末における流動資産の残高は、前事業年度末と比べ３億96百万円減少し、58億22百万円

となりました。これは主に、受取手形及び売掛金の減少２億72百万円、有価証券の減少１億98百万円、現金及び

預金の増加１億１百万円があったことによるものです。

（固定資産）

当第２四半期会計期間末における固定資産の残高は、前事業年度末と比べ４億16百万円増加し、41億２百万円

となりました。これは主に、投資有価証券の増加４億11百万円があったことによるものです。

（流動負債）

当第２四半期会計期間末における流動負債の残高は、前事業年度末と比べ99百万円減少し、６億６百万円とな

りました。これは主に、賞与引当金の減少53百万円、未払法人税等の減少48百万円があったことによるもので

す。

（固定負債）

当第２四半期会計期間末における固定負債の残高は、前事業年度末と比べ11百万円減少し、２億86百万円とな

りました。これは、繰延税金負債の減少６百万円、退職給付引当金の減少４百万円があったことによるもので

す。

（純資産）

当第２四半期会計期間末における純資産の残高は、前事業年度末と比べ１億31百万円増加し、90億32百万円と

なりました。これは、四半期純利益４億６百万円、配当金の支払い１億83百万円、自己株式の取得による自己株

式の増加72百万円、その他有価証券評価差額金の減少18百万円があったことによるものです。

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等は

次のとおりであります。

（会社の支配に関する基本方針）

１．当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、当社株式に対する大規模買付行為を受け入れるか否かの判断は、最終的には、株主の皆様によってなさ

れるべきものと考えております。したがいまして、大規模買付行為につきまして、これを一概に否定するものでは

ありません。しかしながら、突然の大規模買付行為が発生した場合には、株主の皆様に当該行為を受け入れるか否

かについて短期間に判断して頂くことになりかねません。

当社は、大規模買付行為を受け入れるか否かの株主の皆様の判断が適切に行われるためには、大規模買付者から

の一方的に提供される情報のみならず、当社取締役会から提供される情報及び評価・意見等も含めた十分な情報が

提供され、大規模買付行為に応じるべきか否を判断して頂くための情報や時間を確保することが不可欠であると考

えております。
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２．基本方針の実現に資する特別な取組み

(1) 企業価値向上への取組み

当社は、昭和51年に実鷹企画の名称で総合広告代理業を創業し、昭和56年11月に「学生就職情報センター」部門

を新設、就職情報事業に進出し、現在に至っております。

当社は、「私達は、仕事を通して社会のお役に立つ企業づくりを目指します。」という基本理念のもと、総合就

職情報企業として“きめ細かいサービス”“質の高い情報”をタイムリーに提供できるよう全社一丸となり日々研

鑽を続けております。また、事業の展開にあたりましては、以下を基本方針としております。

 

・新卒採用情報から中途採用情報までの一貫した総合就職情報企業を目指す。

・人材紹介事業など、新しく取り組んでいる事業の強化と自社商品の改良により売上・利益の拡大を目指す。

・社員数を増強し、かつ社員の質的向上を図ることで営業生産性を高め成長スピードを加速させる。

・サービス・商品・営業手法のすべてにおいて市場のニーズを先取りした差別化戦略を実行する。

・社会からの信頼や尊敬を集め、上場企業にふさわしい企業であり続けるべくコーポレート・ガバナンス及びコン

プライアンス体制の一層の強化を図る。

なお、平成28年10月期をもって当社は創業40周年を迎えることになります。そこで、

・創業40周年を大躍進の年にしよう。

をスローガンに、今後も、全社一丸となって業務に邁進いたします。

また、社会そして市場から信頼される企業であり続けることを目指して、経営基盤のさらなる安定を図り、かつ

経営効率を一層高めていくよう努力を続けてまいります。

当社は、創業以来、一貫して他社にない独自性の高い商品の開発・販売にこだわり、独力で会社を成長・発展さ

せてまいった結果、平成18年10月には東京証券取引所第一部に上場し、企業としての一つの大きな到達点を迎えま

した。その後、今後のさらなる飛躍を実現するため、昭和51年の創業以来、初めての戦略的提携となる、株式会社

朝日新聞社及び株式会社朝日学生新聞社と資本・業務提携を平成25年1月29日に締結、大きなステージへのステッ

プアップを図っております。この資本業務提携は、当社のブランド力を高め、事業領域を大幅に拡大・発展させる

エンジンとなっているものであります。平成26年10月期に大きくリニューアルした新卒向け就職情報サイト「あさ

がくナビ（朝日学情ナビ）」は、さらなる知名度のアップや商品力の強化を、株式会社朝日新聞社とともに継続し

てまいります。この「あさがくナビ（朝日学情ナビ）」を中心に展開している提携事業を、より強固なものとしな

がら、

・「ネットとリアルを融合させたトータル提案の実践」

・「事業のグローバル化」

・「首都圏でのさらなる営業展開の強化」

・「Ｗｅｂ商品（あさがくナビ・Ｒｅ就活）のさらなる改善と販売推進」

等を中長期的な経営戦略として推し進めます。

さらに、新しいチャレンジである「人材紹介事業」「インターン・ジョブズ」の拡大や、それ以外の新しい事業

領域への模索も続けつつ、「就職」「人材」という枠にとらわれない「総合情報企業」として世界のリーディング

カンパニーとなるべく成長を果たし、当社の企業価値の向上を図っていきたいと考えております。
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(2) コーポレート・ガバナンスについて

当社は、コーポレート・ガバナンスについて、会社の意思決定機関である取締役会の活性化並びに経営陣に対す

る監視と、不正を防止する仕組みが企業統治であるとの考えを基本としております。

当社の取締役会は、現在取締役５名で構成され、うち２名は独立性を有する社外取締役です。社外取締役につき

ましては、平成25年10月期より招聘し、当社取締役会における意思決定の客観性を高め、独立した第三者の立場か

ら経営を監督する機能を担っております。また、監査役会制度を採用しており、監査役は３名で、うち２名は社外

監査役です。社外取締役及び社外監査役と当社との間に人的、資本的関係又は取引関係、その他利害関係はありま

せん。

また、当社では経営環境の変化に即応するため、毎月開催する定例の取締役会に加え、緊急を要する場合には、

臨時取締役会を開催し、議論・審議にあたっております。

また、業務執行の迅速化と各部署が抱える問題点を把握し速やかに対処するため、取締役・監査役及び全国の部

署責任者による週間業務報告会議をテレビ会議システムを通じて毎週開催すると共に、月に１回は全員が一堂に会

し本社にて月間業務報告会議を開催しております。

監査役（常勤）は常に取締役会及び週間業務報告会議、月間業務報告会議に出席し、適宜、意見の表明を行うと

ともに、内部監査担当者との連携を密にし、監査の実効性を高めております。

３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組み

当社は、平成26年１月24日開催の当社第36期定時株主総会（以下「本定時株主総会」といいます。）において、

当社株式の大規模買付行為に関する対応策を更新（以下更新後のプランを「本プラン」といいます。）することに

ついて承認可決されました。本プランの概要は以下のとおりです。

(1) 対象となる大規模買付行為

「大規模買付行為」とは、以下のいずれかに該当する行為（但し、当社取締役会が予め同意した行為は除かれま

す。）若しくはその可能性のある行為とし、当該行為者を「大規模買付者」といいます。

① 当社が発行者である株券等に関する当社の特定の株主の株券等保有割合が20％以上となる当該株券等の買付

けその他の取得

② 当社が発行者である株券等に関する当社の特定の株主の株券等所有割合とその特別関係者の株券等所有割合

との合計が20％以上となる買付けその他の取得

③ 上記①又は②に規定される各行為の実施の有無にかかわらず、当社の特定の株主が、当社の他の株主（複数

である場合を含みます。以下本③において同じとします。）との間で、当該他の株主が当該特定の株主の共

同保有者に該当するに至るような合意その他の行為、又は当該特定の株主と当該他の株主との間にその一方

が他方を実質的に支配し若しくはそれらの者が共同ないし協調して行動する関係を樹立する行為。（ただ

し、当社が発行者である株券等につき当該特定の株主と当該他の株主の株券等保有割合の合計が20％以上と

なるような場合に限ります。）

(2) 意向表明書の提出及び情報提供の要求

大規模買付行為を開始または実行しようとする大規模買付者は、事前に当社取締役会に対し、本プランに従う旨

の「意向表明書」をご提出して頂きます。

当社取締役会は、大規模買付者より意向表明書を受領した日から10営業日以内に、大規模買付者に対して当初提

供して頂く「情報提供リスト」を大規模買付者に交付します。

大規模買付者から意向表明書や情報提供リストに係る回答並びに特別委員会からの要求により追加的に提出され

た必要な情報に係る回答（以下、総称して「大規模買付情報」といいます。）を受領した場合、当社取締役会は、

特別委員会に諮問した上で、大規模買付情報の提供が完了した旨を証する書面を当該大規模買付者に交付すること

とします。

EDINET提出書類

株式会社学情(E05286)

四半期報告書

 7/22



(3) 大規模買付行為の内容の検討・大規模買付者との交渉及び代替案の提示

① 取締役会における評価検討

当社取締役会は、大規模買付者からの大規模買付情報の提供が完了した後、大規模買付行為が対価を現金（円

貨）のみとする公開買付けによる当社株券等の全ての買付けの場合には60日間、その他の大規模買付行為の場合に

は90日間を、当社取締役会による評価検討、交渉、意見形成及び代替案立案のための期間として確保されるべきも

のと考えております。

② 特別委員会の設置及び利用

当社は、本プランが適正に運用されること、ならびに当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上のために

適切と考える方策を取る場合において、その判断の客観性、公正性及び合理性を担保するために、当社取締役会か

ら独立した第三者機関として特別委員会を設置いたします。

特別委員会は当社取締役会によって設置され、特別委員は３名以上で構成されることとします。特別委員の選任

については、公正で合理的な判断を可能とするため、当社の業務執行を行う経営陣から独立している社外取締役、

社外監査役または社外の有識者等（弁護士、公認会計士、実績ある企業経営者、学識経験者等又はこれらに準ずる

者を含みます。）の中から選任するものとします。

当社取締役会は、大規模買付者から提供される大規模買付情報が必要かつ十分であるか否か、大規模買付者が本

プランに定める手続きを遵守したか否か、大規模買付行為が当社の企業価値及び株主共同の利益を著しく毀損する

か否か、対抗措置を発動するか否か、本プランの修正又は変更等について、当社取締役会の恣意性を排除するため

に、特別委員会に諮問し客観的な判断を経るものとします。

(4) 大規模買付行為がなされた場合の対応方針

①　本プランに定める手続きを遵守しない場合

大規模買付者が本プランに定める手続きを遵守しない場合には、大規模買付者の買付方法の如何にかかわらず、

当社取締役会は当社の企業価値及び株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、新株予約権の無償割当

て等、会社法その他の法律及び当社定款が認める対抗措置（以下「対抗措置」といいます。）の発動を決定する場

合があります。

大規模買付者が本プランに定める手続きを遵守したか否か、並びに対抗措置の発動又は不発動の是非について

は、外部専門家等の意見も参考にし、特別委員会の勧告を最大限に尊重して、当社取締役会が決定します。対抗措

置の具体的な手段については、新株予約権の無償割当て等、その時点で最も適切と当社取締役会が判断したものを

選択することとします。

②　本プランに定める手続きを遵守した場合

大規模買付者が本プランに定める手続きを遵守した場合には、原則として、当社は対抗措置を発動しません。

ただし、本プランに定める手続きが遵守されている場合で、大規模買付行為が当社の企業価値及び株主共同の利

益を著しく毀損すると判断せざるを得ない場合には、当社取締役会は特別委員会への諮問・特別委員会からの勧告

を経て、企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を目的として対抗措置を発動することがあります。

当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断に際し、特別委員会の勧告を最大限に尊重するものとし、当

社取締役会の決議により、対抗措置の発動及び不発動に関する事項について、速やかに開示いたします。

(5) 本プランの有効期間、廃止及び変更

本プランの有効期間は、本定時株主総会終結後３年以内に終結する事業年度のうち最終のものに関する当社の定

時株主総会の終結の時までとします。ただし、有効期間の満了前であっても、当社の株主総会、または当社取締役

会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランは当該時点で廃止されるものとします。
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４．上記の各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

上記の各取組みは、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させるための具体的方策として策定されたも

のであり、基本方針の実現に資するものです。

また、当社取締役会は、以下の理由により、本プランは、当社の企業価値・株主共同の利益に沿うものであり、

また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。

(1) 買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上

のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を充足しています。

(2) 当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上の目的をもって更新されていること

本プランは、大規模買付行為が行われた際に、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様に適正に判

断して頂くために必要な情報や時間、あるいは当社取締役会による代替案の提示を受ける機会を確保すること等を

可能にするものであり、当社企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を目的とするものです。

(3) 株主の合理的意思に依拠したものであること

本プランは、本定時株主総会における承認を条件として発効するものです。

また、本プランには有効期間を３年間とするサンセット条項が設けられており、かつ、当該有効期間満了の前で

あっても、当社株主総会において本プランを廃止する旨の決議がなされた場合にはその時点で廃止されることとな

りますので、本プランの存続の適否については、株主の皆様のご意向を反映したものとなっております。

(4) 独立性の高い社外者の判断の重視

当社は、本プランの運用並びに対抗措置発動等の運用に際して、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆

様のために実質的な判断を客観的に行う諮問機関として、特別委員会を設置しております。

(5) 合理的な客観的発動要件の設定

本プランは、予め定められた合理的かつ詳細な客観的発動要件が充足されなければ対抗措置が発動されないよう

に設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。

(6) デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない

買収防衛策）ではありません。

また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交

替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,240,000

計 50,240,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年４月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年６月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可

金融商品取引業協会名
内容

普通株式 15,560,000 15,560,000

 

東京証券取引所

（市場第一部）

 

単元株式数100株

計 15,560,000 15,560,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成28年２月１日～

平成28年４月30日
－ 15,560,000 － 1,500,000 － 817,100
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（６）【大株主の状況】

  平成28年4月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口）
東京都中央区晴海1-8-11 2,385 15.33

株式会社アンビシャス 堺市南区新檜尾台1-16-10 1,500 9.64

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信

託口）
東京都港区浜松町2-11-3 1,454 9.35

株式会社朝日新聞社 東京都中央区築地5-3-2 778 5.00

株式会社朝日学生新聞社 東京都中央区築地5-3-2 778 5.00

中井 清和 堺市南区 624 4.01

学情社員持株会 大阪市北区梅田2-5-10 604 3.89

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投

資信託口）
東京都中央区晴海1-8-12 406 2.61

中井 大志 堺市南区 400 2.57

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町2-2-2 321 2.07

計 － 9,253 59.47

（注）１．上記のほか、当社所有の自己株式が343千株（2.21％）あります。

２．平成27年４月６日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、インベスコ・ア

セット・マネジメント株式会社が平成27年３月31日現在で、以下の株式を所有している旨が記載されている

ものの、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大

株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次の通りであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等

の数（株）

株券等保有割

合（％）

インベスコ・アセット・マネジ

メント株式会社
東京都港区六本木6-10-1 1,000,700 6.43

３．平成28年１月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、フィデリティ投信株式会社が平

成28年１月15日現在で、以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会

計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次の通りであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等

の数（株）

株券等保有割

合（％）

フィデリティ投信株式会社 東京都港区虎ノ門4-3-1 837,600 5.38

４．平成28年４月18日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、株式会社三菱ＵＦ

Ｊフィナンシャル・グループ及びその共同保有者である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社及び三菱ＵＦＪ国際投

信株式会社及びエム・ユー投資顧問株式会社が平成28年４月11日現在で、それぞれ以下の株式を所有してい

る旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認がで

きませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次の通りであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等

の数（株）

株券等保有割

合（％）

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内1-4-5 717,500 4.61

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社 東京都千代田区有楽町1-12-1 96,900 0.62

エム・ユー投資顧問株式会社 東京都千代田区神田駿河台2-3-11 67,400 0.43
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年４月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　343,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,215,100 152,151 －

単元未満株式 普通株式　　　1,400 － －

発行済株式総数 15,560,000 － －

総株主の議決権 － 152,151 －

 

②【自己株式等】

平成28年4月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社学情 大阪市北区梅田2-5-10 343,500 － 343,500 2.21

計 － 343,500 － 343,500 2.21

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成28年２月１日から平成28

年４月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成27年11月１日から平成28年４月30日まで）に係る四半期財務諸表

について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年10月31日)
当第２四半期会計期間
(平成28年４月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,919,943 5,021,093

受取手形及び売掛金 710,794 438,451

有価証券 449,587 251,165

未成制作費 ※ 15,301 ※ 15,434

前払費用 26,423 24,394

繰延税金資産 78,938 50,189

その他 17,829 22,188

貸倒引当金 △305 △445

流動資産合計 6,218,513 5,822,472

固定資産   

有形固定資産   

建物 663,486 663,486

減価償却累計額 △304,582 △312,735

建物（純額） 358,903 350,750

構築物 6,159 6,159

減価償却累計額 △5,348 △5,406

構築物（純額） 811 753

機械及び装置 3,428 3,428

減価償却累計額 △2,976 △3,008

機械及び装置（純額） 451 419

工具、器具及び備品 31,926 31,591

減価償却累計額 △19,815 △20,010

工具、器具及び備品（純額） 12,110 11,581

土地 526,457 526,457

有形固定資産合計 898,734 889,962

無形固定資産   

ソフトウエア 182,755 192,196

電話加入権 6,505 6,505

無形固定資産合計 189,260 198,701

投資その他の資産   

投資有価証券 2,404,388 2,815,791

繰延税金資産 － 1,534

差入保証金 53,994 53,234

保険積立金 128,375 132,148

その他 18,778 18,529

貸倒引当金 △7,050 △7,050

投資その他の資産合計 2,598,486 3,014,188

固定資産合計 3,686,481 4,102,852

資産合計 9,904,995 9,925,325
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成27年10月31日)
当第２四半期会計期間
(平成28年４月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 129,703 156,860

未払金 65,143 25,607

未払法人税等 243,512 194,838

賞与引当金 155,500 101,900

その他 112,015 126,904

流動負債合計 705,874 606,110

固定負債   

長期未払金 217,800 217,800

退職給付引当金 53,162 48,311

繰延税金負債 6,272 －

長期預り保証金 20,760 20,760

固定負債合計 297,994 286,871

負債合計 1,003,869 892,981

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,500,000 1,500,000

資本剰余金 3,333,001 3,333,001

利益剰余金 4,128,441 4,350,999

自己株式 △144,719 △217,675

株主資本合計 8,816,723 8,966,325

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 65,725 47,339

評価・換算差額等合計 65,725 47,339

新株予約権 18,678 18,678

純資産合計 8,901,126 9,032,343

負債純資産合計 9,904,995 9,925,325
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成26年11月１日
　至　平成27年４月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成27年11月１日
　至　平成28年４月30日)

売上高 2,226,192 2,428,771

売上原価 1,125,408 951,891

売上総利益 1,100,783 1,476,879

販売費及び一般管理費 ※ 780,403 ※ 929,188

営業利益 320,380 547,691

営業外収益   

受取利息 2,950 1,391

有価証券利息 37,602 27,780

受取配当金 1,872 1,481

受取家賃 24,668 24,857

その他 15,632 4,164

営業外収益合計 82,727 59,674

営業外費用   

不動産賃貸原価 4,468 4,314

新株予約権発行費 1,185 －

その他 18 673

営業外費用合計 5,672 4,988

経常利益 397,435 602,377

特別利益   

投資有価証券売却益 102,798 14,749

特別利益合計 102,798 14,749

税引前四半期純利益 500,234 617,127

法人税、住民税及び事業税 153,583 179,866

法人税等調整額 28,373 31,247

法人税等合計 181,957 211,114

四半期純利益 318,277 406,013
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期累計期間
(自　平成26年11月１日
　至　平成27年４月30日)

当第２四半期累計期間
(自　平成27年11月１日
　至　平成28年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 500,234 617,127

減価償却費 32,102 41,048

投資有価証券売却損益（△は益） △102,798 △14,749

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △11,700 △8,300

賞与引当金の増減額（△は減少） △42,900 △53,600

退職給付引当金の増減額（△は減少） － △4,851

前払年金費用の増減額（△は増加） △808 －

受取利息及び受取配当金 △42,426 △30,653

売上債権の増減額（△は増加） 694,800 310,926

仕入債務の増減額（△は減少） 26,176 27,157

その他の流動負債の増減額（△は減少） △120,801 △50,981

その他 16,126 △301

小計 948,006 832,822

利息及び配当金の受取額 41,978 23,966

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △386,736 △232,886

営業活動によるキャッシュ・フロー 603,248 623,902

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △2,000,000 －

定期預金の払戻による収入 600,000 －

有形固定資産の取得による支出 － △100

無形固定資産の取得による支出 △26,866 △41,190

投資有価証券の取得による支出 △1,111,002 △695,792

投資有価証券の売却による収入 745,181 70,699

投資有価証券の償還による収入 400,000 400,000

その他 598 408

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,392,089 △265,974

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 － △73,297

自己株式の処分による収入 1,900,000 －

配当金の支払額 △147,520 △183,487

その他 △1,185 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,751,294 △256,784

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 962,453 101,142

現金及び現金同等物の期首残高 1,671,930 2,278,154

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,634,384 ※ 2,379,297
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

（四半期貸借対照表関係）

※　未成制作費

前事業年度（平成27年10月31日）及び当第２四半期会計期間（平成28年４月30日）

就職情報事業及びその他の事業の実施過程において、既に制作等の終了した工程に係る支出額でありま

す。

（四半期損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期累計期間
（自 平成26年11月１日
　　至 平成27年４月30日）

　当第２四半期累計期間
（自 平成27年11月１日
　　至 平成28年４月30日）

給与及び手当 301,981千円 383,773千円

販売促進費 102,264 108,922

賞与引当金繰入額 60,178 99,400

福利厚生費 53,139 69,296

役員報酬 39,425 41,168

減価償却費 29,515 38,536

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期累計期間
（自 平成26年11月１日
至 平成27年４月30日）

当第２四半期累計期間
（自 平成27年11月１日
至 平成28年４月30日）

現金及び預金勘定 3,276,012千円 5,021,093千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △641,627 △2,641,795

現金及び現金同等物 2,634,384 2,379,297
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成26年11月１日　至　平成27年４月30日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年１月23日

定時株主総会
普通株式 147,707 11 平成26年10月31日 平成27年１月26日 利益剰余金

 

（2）基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が

当四半期会計期間の末日後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月８日

取締役会
普通株式 183,935 12 平成27年４月30日 平成27年７月１日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

当第２四半期累計期間において、新株予約権の行使による自己株式の処分を行い、自己株式が858,543千

円減少し、資本剰余金が1,058,727千円増加しました。この結果、当第２四半期会計期間末において自己

株式が104,870千円、資本剰余金が3,333,001千円となっております。

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成27年11月１日　至　平成28年４月30日）

配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年１月22日

定時株主総会
普通株式 183,455 12 平成27年10月31日 平成28年１月25日 利益剰余金

 

（2）基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が

当四半期会計期間の末日後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月６日

取締役会
普通株式 213,030 14 平成28年４月30日 平成28年７月１日 利益剰余金

 

EDINET提出書類

株式会社学情(E05286)

四半期報告書

19/22



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期累計期間（自　平成26年11月１日　至　平成27年４月30日）及び当第２四半期累計期間（自平成27年

11月１日　至　平成28年４月30日）

当社の主たる事業は就職情報事業であり、その他の事業の売上高、セグメント利益等の金額は、全事業セグメン

トの合計額に占める割合が著しく低いため、記載を省略しております。

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　平成26年11月１日
至　平成27年４月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成27年11月１日
至　平成28年４月30日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 22円85銭 26円62銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 318,277 406,013

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 318,277 406,013

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,927 15,254

   

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 22円71銭 26円58銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 85 21

（うち新株予約権（千株）） （85） （21）

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

第39期（平成27年11月１日から平成28年10月31日まで）中間配当については、平成28年６月６日開催の取締役会

において、平成28年４月30日の最終株主名簿に記載または記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うこと

を決議いたしました。

①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　213,030千円

②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　 14円

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　 平成28年７月１日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

   平成28年６月８日

株式会社学情    

 

 取締役会 御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 和田　稔郎　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西方　　実　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社学情の

平成27年11月１日から平成28年10月31日までの第39期事業年度の第２四半期会計期間（平成28年２月１日から平成28年４

月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成27年11月１日から平成28年４月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社学情の平成28年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期

財務諸表に添付する形で別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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